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入札説明書修正箇所（新旧表） 

 

No 頁 旧 新 

1 9 施設整備業務 

(ｱ) 設計業務 

a  事前調査業務 

b  各種申請業務 

c  環境対策業務 

d  基本設計業務及びその関連業務 

e  実施設計業務及びその関連業務 

 

ア 施設整備業務 

(ｱ) 設計業務 

a  事前調査業務 

b  各種申請業務 

c  環境対策業務 

d  基本設計業務及びその関連業務 

e  実施設計業務及びその関連業務 

 

2 9 維持管理業務 

(ｴ)  点検・保守・経常修繕業務 

(ｵ)  大規模修繕業務 

(ｶ)  外構等管理業務 

(ｷ)  環境衛生管理業務 

(ｸ)  清掃業務 

(ｹ)  駐車場管理業務 

(ｺ)  一般備品管理業務 

 

イ 維持管理業務 

(ｱ) 点検・保守・経常修繕業務 

(ｲ)  大規模修繕業務 

(ｳ)  外構等管理業務 

(ｴ)  環境衛生管理業務 

(ｵ)  清掃業務 

(ｶ)  駐車場管理業務 

(ｷ)  一般備品管理業務 

 

3 9 運営支援業務 

(ｻ) 総合案内業務 

 

ウ 運営支援業務 

(ｱ)  総合案内業務 
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No 頁 旧 新 

4 10 附帯事業 

(ｼ)  飲食喫茶施設の運営業務 

(ｽ)  売店の運営業務 

(ｾ)  自動販売機による飲食物の販売業務 

(ｿ)  各種証明用無人写真撮影機による写真の撮影、販売業務 

(ﾀ)  事業者からの提案による本施設に有用な業務 

 

エ 附帯事業 

(ｱ)  飲食喫茶施設の運営業務 

(ｲ)  売店の運営業務 

(ｳ)  自動販売機による飲食物の販売業務 

(ｴ)  各種証明用無人写真撮影機による写真の撮影、販売業務 

(ｵ)  事業者からの提案による本施設に有用な業務 

 

5 10 (5)  事業期間等 

事業期間 

    本契約締結日から平成 51年３月 31日まで 

 

(5)  事業期間等 

ア 事業期間 

    本契約締結日から平成 51年３月 31日まで 

 

6 10 契約の締結（予定） 

(ｱ)  基本協定締結    平成 27年３月 

(ｲ)  特定事業契約締結  平成 27年７月 

 

イ 契約の締結（予定） 

(ｱ) 基本協定締結    平成 27年３月 

(ｲ) 特定事業契約締結  平成 27年７月 

7 12 設計業務を担当する者 

次の(ｱ)と(ｲ)のいずれの要件も満たしてください。 

 

ア 設計業務を担当する者 

次の(ｱ)と(ｲ)のいずれの要件も満たしてください。 

 

8 13 工事監理業務を担当する者 

次の(ｱ)と(ｲ)のいずれの要件も満たしてください。 

 

イ 工事監理業務を担当する者 

次の(ｱ)と(ｲ)のいずれの要件も満たしてください。 

9 13 建設業務を担当する者 

次の(ｱ)から(ｳ)のいずれの要件も満たしてください。 

 

ウ 建設業務を担当する者 

次の(ｱ)から(ｳ)のいずれの要件も満たしてください。 
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No 頁 旧 新 

10 13 解体除却工事を担当する者 

次の(ｱ)と(ｲ)のいずれの要件も満たしてください。 

 

エ 解体除却工事を担当する者 

次の(ｱ)と(ｲ)のいずれの要件も満たしてください。 

 

11 13 維持管理業務を担当する者 

延床面積 10,000 ㎡以上（主たる用途に限る。）の庁舎の維持管

理の実績を有する者であること。 

オ 維持管理業務を担当する者 

延床面積 10,000 ㎡以上（主たる用途に限る。）の庁舎の維持管理

の実績を有する者であること。 

12 14 ４ 入札参加手続 

(1) 入札説明書に関する事項 

入札公告 

入札公告は、県公報、かながわ電子入札共同システム及び 10 

(4)に記載の神奈川県警察のホームページ（以下「県警ＨＰ」と

いう。）において公表します。 

 

４ 入札参加手続 

(1) 入札説明書に関する事項 

ア 入札公告 

入札公告は、県公報、かながわ電子入札共同システム及び 10 (4)

に記載の神奈川県警察のホームページ（以下「県警ＨＰ」という。）

において公表します。 

 

13 14 入札説明書の閲覧 

(ｱ) 期間 平成 26年７月 29日（火）～平成 26年 10月 10 日（金） 

（ただし、「神奈川県の休日を定める条例」（平成元年条例第 12

号）に定める県の休日を除く。以下、期間を指定している場合

において同じ。） 

イ 入札説明書の閲覧 

(ｱ) 期間 平成 26年７月 29日（火）～平成 26年 10 月 10 日（金） 

（ただし、「神奈川県の休日を定める条例」（平成元年条例

第 12 号）に定める県の休日を除く。以下、期間を指定し

ている場合において同じ。） 

14 14 入札説明会及び現地見学会 

(ｱ)  日時 平成 26年８月７日（木）16時 00分～17時 00分 

(ｲ) 場所 横浜市旭区中尾二丁目３番１号 

神奈川県警察本部交通部運転免許本部免許課 

 

ウ 入札説明会及び現地見学会 

(ｱ) 日時 平成 26年８月７日（木）16時 00分～17時 00分 

(ｲ) 場所 横浜市旭区中尾二丁目３番１号 

神奈川県警察本部交通部運転免許本部免許課 
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No 頁 旧 新 

15 15 入札公告に関する質問及び回答 

(2)に示す入札参加資格の確認を受け、入札参加資格を有してい

るとされた者を対象に、本件入札説明書に記載している内容に対

する質疑応答を以下のとおりに行います。 

 

エ 入札公告に関する質問及び回答 

本件入札説明書に記載している内容に対する質疑応答を以下のと

おりに行います。 

 

16 15 入札公告に関する事業者ヒアリング 

(2)に示す入札参加資格の確認を受け、入札参加資格を有してい

るとされた者を対象に、本件入札説明書に関する齟齬の埋め合わ

せ等を行うことを目的として、事業者ヒアリングを以下のとおり

に行います。 

 

オ 入札公告に関する事業者ヒアリング 

(2)に示す入札参加資格の確認を受け、入札参加資格を有している

とされた者を対象に、本件入札説明書に関する齟齬の埋め合わせ等

を行うことを目的として、事業者ヒアリングを以下のとおりに行い

ます。 

 

17 16 参加表明書等の受付日時、場所及び方法 

(ｱ) 日時 平成 26年 10月 10 日（金） 

８時 30分～12時 00 分及び 13時 00分～17時 15分（厳

守） 

 

ア 参加表明書等の受付日時、場所及び方法 

(ｱ) 日時 平成 26年 10月 10 日（金） 

８時 30分～12時 00分及び 13時 00分～17時 15分（厳守） 

 

18 16 参加表明書等の作成要領 

参加表明書等に定めるところに従い作成してください。 

 

イ 参加表明書等の作成要領 

参加表明書等に定めるところに従い作成してください。 

 

19 16 資格確認結果の通知 

入札参加資格の確認結果通知は、参加表明書等を提出した者に

対して、書面により平成 26年 10 月 17 日（金）までに通知します。 

ウ 資格確認結果の通知 

入札参加資格の確認結果通知は、参加表明書等を提出した者に対し

て、書面により平成 26年 10月 17 日（金）までに通知します。 



5 

 

No 頁 旧 新 

20 16 入札参加資格がないとされた場合の扱い 

入札参加資格の確認により、入札参加資格がないとされた者は、

参加資格がないと判断された理由について、書面により次のとお

り説明を求めることができます。 

 

エ 入札参加資格がないとされた場合の扱い 

入札参加資格の確認により、入札参加資格がないとされた者は、参

加資格がないと判断された理由について、書面により次のとおり説明

を求めることができます。 

 

21 16 応募グループの各構成員又は協力企業の変更及び追加並びに携わる

予定業務の変更 

３ (1) ウに定める予定業務に変更がある場合には、速やかに変

更後の該当様式を提出してください。 

 

オ 応募グループの各構成員又は協力企業の変更及び追加並びに携わ

る予定業務の変更 

３ (1) ウに定める予定業務に変更がある場合には、速やかに変更

後の該当様式を提出してください。 

 

22 16 入札参加を辞退する場合 

参加表明以後、応募グループが入札（提案書の提出）を辞退す

る場合は、参加表明書等の入札辞退届（様式８）を平成 26 年 12

月５日（金）17 時 15 分（厳守）までに 10 (4)に記載の場所に持

参し提出するものとし、郵便等、ＦＡＸ又はＥメールによる提出

は認められません。 

カ 入札参加を辞退する場合 

参加表明以後、応募グループが入札（提案書の提出）を辞退する場

合は、参加表明書等の入札辞退届（様式８）を平成26年 12月５日（金）

17時 15 分（厳守）までに 10 (4)に記載の場所に持参し提出するもの

とし、郵便等、ＦＡＸ又はＥメールによる提出は認められません。 

23 16 入札参加資格の確認基準日以降の取扱い 

入札参加資格を有するとの確認を受けた者が、入札日におい

て､３ (2)で定める要件のひとつでも満たさない場合は、入札に

参加することはできません。 

キ 入札参加資格の確認基準日以降の取扱い 

入札参加資格を有するとの確認を受けた者が、入札日において､３ 

(2)で定める要件のひとつでも満たさない場合は、入札に参加するこ

とはできません。 

24 17 その他 

(ｱ) 参加表明書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とし

ます。 

ク その他 

(ｱ) 参加表明書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とし

ます。 
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No 頁 旧 新 

25 17 (2)   入札に当たっての留意事項 

本件入札説明書の承諾 

入札参加者は、本件入札説明書の記載内容を承諾の上、入札

してください。 

 

(2)  入札に当たっての留意事項 

ア 本件入札説明書の承諾 

入札参加者は、本件入札説明書の記載内容を承諾の上、入札し

てください。 

 

26 17 費用負担 

入札書及び提案書の作成、並びに提出等本件入札に関し必要な

費用は、すべて入札参加者の負担とします。 

 

イ 費用負担 

入札書及び提案書の作成、並びに提出等本件入札に関し必要な費用

は、すべて入札参加者の負担とします。 

 

27 17 入札書の提出方法 

入札書は、提案書の様式集に定めるところにより作成し、(1)に

示した日時までに提出してください。 

 

ウ 入札書の提出方法 

入札書は、提案書の様式集に定めるところにより作成し、(1)に示

した日時までに提出してください。 

 

28 17 入札代理人等 

入札参加者は、参加表明書等として提出した委任状の謄本を提

出場所に持参してください。 

 

エ 入札代理人等 

入札参加者は、参加表明書等として提出した委任状の謄本を提出場

所に持参してください。 

29 17 入札の辞退 

入札参加資格の確認を受けた入札参加者が、入札書について、

10 (1)までに当該書類を提出しない場合は、辞退したものとみな

します。 

 

オ 入札の辞退 

入札参加資格の確認を受けた入札参加者が、入札書について、 

(1)までに当該書類を提出しない場合は、辞退したものとみなしま

す。 

30 18 公正な入札の確保 

入札参加者は「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」

（昭和 22 年法律第 54号）に抵触する行為を行ってはなりません。 

カ 公正な入札の確保 

入札参加者は「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」

（昭和 22 年法律第 54号）に抵触する行為を行ってはなりません。 
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No 頁 旧 新 

31 18 入札価格の記載等 

(ｱ) サービス購入料の総額 

県は本事業のサービス購入料の総額について、税抜で予定価

格を設定します。 

 

キ 入札価格の記載等 

(ｱ) サービス購入料の総額 

県は本事業のサービス購入料の総額について、税抜で予定価格

を設定します。 

 

32 18 入札執行回数 

１回とします。 

 

ク 入札執行回数 

１回とします。 

 

33 18 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札を無効とし、無効の入札を行った

者を落札者としていた場合には落札決定を取り消します。 

 

ケ 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札を無効とし、無効の入札を行った者を

落札者としていた場合には落札決定を取り消します。 

 

34 19 留意事項 

・入札参加者は、入札説明書（業務要求水準書、特定事業契約書

（案）その他の添付書類を含む。以下同じ。）を熟覧の上、入

札してください。 

 

コ 留意事項 

・入札参加者は、入札説明書（業務要求水準書、特定事業契約書（案）

その他の添付書類を含む。以下同じ。）を熟覧の上、入札してくだ

さい。 

 

35 19 (3)  提案書の提出 

    開札の結果、予定価格の範囲内の価格で応札した事業者は、

下記のとおり提案書を持参してください。 

提案書受付の日時・場所 

(ｱ) 日時 平成 26年 12月 12 日（金） 

13 時 00 分～17時 15分（厳守） 

 

(3)   提案書の提出 

    開札の結果、予定価格の範囲内の価格で応札した事業者は、下記

のとおり提案書を持参してください。 

ア 提案書受付の日時・場所 

(ｱ) 日時 平成 26年 12月 12 日（金） 

13 時 00 分～17時 15分（厳守） 
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36 19 提案書提出に当たっての留意事項 

提案書の様式集を参照し、提出してください。その際、指定さ

れた提案書がすべて揃っていない場合には、失格となります。 

イ 提案書提出に当たっての留意事項 

提案書の様式集を参照し、提出してください。その際、指定され

た提案書がすべて揃っていない場合には、失格となります。 

37 19 提案書の取扱い 

(ｳ） 著作権 

県が提示した参考図書等の著作権は県に帰属します。また、

提案書の著作権は、応募グループに帰属します。 

ウ 提案書の取扱い 

(ｱ)  著作権 

県が提示した参考図書等の著作権は県に帰属します。また、提

案書の著作権は、応募グループに帰属します。 

38 20 (ｴ) 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の

日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっ

ている工事材料、施工方法、維持管理方法等を使用した結果生じ

た責任は、原則として応募者が負ってください。 

 

(ｲ) 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日

本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている

工事材料、施工方法、維持管理方法等を使用した結果生じた責任は、

原則として応募者が負ってください。 

 

39 20 (ｵ) 県からの提示資料の取扱い 

県が提供する資料は、本件入札に係る検討以外の目的で使用す

ることはできません。 

(ｳ) 県からの提示資料の取扱い 

県が提供する資料は、本件入札に係る検討以外の目的で使用する

ことはできません。 

40 20 (ｶ) 複数提案の禁止 

入札参加者は、１つの提案しか行うことができません。 

 

(ｴ) 複数提案の禁止 

入札参加者は、１つの提案しか行うことができません。 

 

41 20 (ｷ) 提案書の変更禁止 

提案書の変更はできません。ただし、提案資料における誤字等

の修正についてはこの限りではありません。 

(ｵ) 提案書の変更禁止 

提案書の変更はできません。ただし、提案資料における誤字等の

修正についてはこの限りではありません。 
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42 20 (4)   その他 

使用言語、単位及び時刻 

本件入札に関して使用する言語は日本語、単位は計量法に定

めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時（表記は 24 時間

制）とします。 

 

(4)  その他 

ア 使用言語、単位及び時刻 

本件入札に関して使用する言語は日本語、単位は計量法に定め

るもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時（表記は 24時間制）と

します。 

 

43 20 入札保証金及び契約保証金 

(ｱ) 入札保証金 

入札保証金は免除します。 

 

イ 入札保証金及び契約保証金 

(ｱ)  入札保証金 

入札保証金は免除します。 

 

44 25 (1)  設計・建設状況の確認等 

設計完了時（基本・実施設計） 

ＰＦＩ事業者は、県に対して定期的に状況の報告を行うとと

もに、設計完了時に次の図書を県に提出し、確認を受ける必要

があります。 

 

(1) 設計・建設状況の確認等 

ア 設計完了時（基本・実施設計） 

ＰＦＩ事業者は、県に対して定期的に状況の報告を行うととも

に、設計完了時に次の図書を県に提出し、確認を受ける必要があ

ります。 

 

45 25 各種許認可申請時 

ＰＦＩ事業者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、建築基

準法等関係法令に基づく許可申請書類等を作成し、各法令所管官

公庁に申請を行うとともに、県に事前説明及び事後説明を行って

ください。 

イ 各種許認可申請時 

ＰＦＩ事業者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、建築基準

法等関係法令に基づく許可申請書類等を作成し、各法令所管官公庁

に申請を行うとともに、県に事前説明及び事後説明を行ってくださ

い。 
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46 26 工事施工時 

ＰＦＩ事業者は、建築基準法第２条第 11号に規定される工事監

理者を設置し、工事監理を行い、工事監理者に工事監理の状況を

県に毎月報告させる必要があります。 

ウ 工事施工時 

ＰＦＩ事業者は、建築基準法第２条第 11 号に規定される工事監理

者を設置し、工事監理を行い、工事監理者に工事監理の状況を県に毎

月報告させる必要があります。 

47 26 工事完成時（完工確認） 

ＰＦＩ事業者は、施工記録を整備し、次の図書を県に提出して、

建設現場で県の確認を受けてください。 

 

エ 工事完成時（完工確認） 

ＰＦＩ事業者は、施工記録を整備し、次の図書を県に提出して、建

設現場で県の確認を受けてください。 

 

48 付属

資料

１ 

 

7 

※ 

「県がＰＦＩ事業者に支払うサービス購入料について」 

２ サービス購入料１の改定 

（２） 具体的な改定方法 

イ  工事着手後 

・県及び事業者は、設計完了後から建設完了時までの任意

の期間で、改定基準指標から 1.5％以上の物価変動が生

じた状態が３か月以上継続した場合に、改定することが

できるものとする。 

・改定基準指標は「B’」とし、変動率は、３か月の変動率

の単純平均値とする。 

なお、建設費の改定日は、３か月以上継続したことを県

が確認した日とし、３か月前に遡及しないこととする。 

・改定に当たっての基本条件は、以下のとおりである。 

「B’」＝設計完了時の建設費指数 

「B’’」＝（「B1」＋「B2」＋「B3」）／３ 

※B1～B3は、３か月以上に渡って変動率が 1.5％を超えた

「県がＰＦＩ事業者に支払うサービス購入料について」 

２ サービス購入料１の改定 

（２） 具体的な改定方法 

イ  工事着手後 

・県及び事業者は、設計完了後から建設完了時までの任意の期

間で、改定基準指標から 1.5％以上の物価変動が生じた状態

が３か月以上継続した場合に、改定することができるものと

する。 

・改定基準指標は「B’」とし、変動率は、３か月の変動率の

単純平均値とする。 

なお、建設費の改定日は、３か月以上継続したことを県が確

認した日とし、３か月前に遡及しないこととする。 

・改定に当たっての基本条件は、以下のとおりである。 

「B’」＝設計完了時の建設費指数 

「B’’」＝（「B1」＋「B2」＋「B3」）／３ 

※B1～B3は、３か月以上に渡って変動率が1.5％を超えた際の、
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際の、各月の指標の値 

 

「C’」＝改定日における残工事の建設費（「B’」に基づいて

計算した値） 

「C’’」＝建設期間中の改定後の残工事の建設費＝C’×

（B’’／B’） 

 

「Ｘ」＝C’’－C’ 

「変更額」＝Ｘ－C’×1.5％ 

・変動前残工事額（C’）と変動後残工事額（C’’）との差額

のうち、変動前残工事額の 1.5％を超える額につき改定する。 

・改定後の残工事の建設費用「C’’」を求めるための計算式は、

以下のとおりである。 

C’’=C’×（B’’／B’） 

・建設費の改定は改定日現在に県立会いのもと出来形検査を行

い、 その残工事について適用する。 

・上記の改定後、さらに 12か月を経過後に再度上記の状態とな

った場合は再度同様の方法で改定することができる。但し、

残工事期間が２か月以上ある場合に限ることとする。 

なお、改定基準指標は直近の改定時に使用した建築費指数と

する。 

 

各月の指標の値 

 

「C’」＝改定日における残工事の建設費（「B’」に基づいて計算

した値） 

「C’’」＝建設期間中の改定後の残工事の建設費＝C’×（B’’

／B’） 

 

「Ｘ」＝C’’－C’ 

「変更額」＝Ｘ－C’×1.5％ 

・変動前残工事額（C’）と変動後残工事額（C’’）との差額のう

ち、変動前残工事額の 1.5％を超える額につき改定する。 

・改定後の残工事の建設費用「C’’」を求めるための計算式は、

以下のとおりである。 

C’’=C’×（B’’／B’） 

・建設費の改定は改定日現在に県立会いのもと出来形検査を行い、 

その残工事について適用する。 

 

ウ 再度の改定期 

上記（ア又はイ）の改定後、さらに 12か月を経過後に上記の

イの状態となった場合は改定を請求することができる。但し、残

工事期間が２か月以上ある場合に限ることとする。 

なお、改定基準指標は直近の改定時に使用した建築費指数とす

る。 
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49 入札

説明

書目

次等 

 ※別添資料１の資料については、平成 26 年７月 29 日（火）から

平成 26 年 10 月 10 日（金）の平日午前８時 30 分から正午、午後１

時から午後５時 15分までの間、神奈川県警察本部総務部会計課調度

第二係において配布します。 

※別添資料１の資料については、平成 26年７月 29日（火）から平成

26 年 10 月 10 日（金）の平日８時 30 分～12 時 00 分、13 時 00 分～17

時 15 分までの間、神奈川県警察本部総務部会計課調度第二係において

配布します。 

※ 付属資料１「県がＰＦＩ事業者に支払うサービス購入料について」と同様に、別添資料４「特定事業契約書（案）」の別紙９「県が事業者に支払うサー

ビス購入料について」についても修正を行う。 


